
兵庫県立福祉のまちづくり研究所機関評価調書 

【１ 機関の概要】 

１ 機関名 兵庫県立福祉のまちづくり研究所 

２ 所在地 神戸市西区曙町1070 

３ 設置根拠 

    規則等 

兵庫県立福祉のまちづくり工学研究所の設置及び管理に関する条例（
平成５年１０月８日条例３０号）） 改正平成１８年３月２４日条例２号
（第４条管理：指定管理者制度関係）、改正平成２１年４月１日条例１７
号（家庭介護・リハビリ研修センターとの一体化に伴う整備） 

４ 設置目的 すべての県民がいきいきと生活できる福祉のまちづくりを推進するため
の工学等に関する総合的な研究開発並びに介護及びリハビリテーション
に関する研修等を行うとともに、その成果を広く県民に提供する。 
 

５ 所掌業務 １ 福祉のまちづくりを推進するための福祉用具、住宅その他の建築物、 
道路等（以下「福祉用具等」という。）の研究開発を行うこと 

２ 福祉のまちづくりを推進するために研究開発を行った福祉用具等を
展示し、これを利用させること 

３ 介護に関する研修およびリハビリテーションに関する専門的な研修 
をおこなうこと 

４ 福祉のまちづくりに関する情報の収集及び提供を行うこと 
５ 福祉のまちづくりに関する相談に応じること 
６ 身体障害者の更生に必要な義肢及び装具の製作及び修理を行うこと。
７ 市町、他の研究機関等との相互協力を行うこと 
８ 前各号に掲げるもののほか、研究所の目的を達成するために必要な業

務 
 

６ 内部組織 平成２１年度から行革見直しにより、家庭介護・リハビリ研修センター
を統合して、名称を福祉のまちづくり工学研究所から、福祉のまちづく
り研究所に改称。 

平成２７年度から研究２グループを研究課に改編、研究ミッション体制
へ移行。平成２８年度にリハ中央病院からロボットリハビリテーション
センターを移管しロボット技術の研究開発・開発支援・導入支援を一体
的に推進する体制を整備。 

平成３１年度に介護ロボット開発支援・普及推進センターを開設。介護
ロボットの開発・導入と普及を推進。 

【福祉のまちづくり研究所の組織構成】 

 （・ロボットリハビリテーションセンター） 

 （・介護ロボット開発支援・普及推進センター） 
・ロボットリハビリテーションセンター課 

・研究課 

・研修課 

 
７ 部等の事務 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（ロボットリハビリテーションセンター） 
 （介護ロボット開発支援・普及推進センター） 
○ロボットリハビリテーションセンター課  
・ロボット技術の研究開発 
・小児筋電義手バンクの運営 
・介護ロボット・高機能自立支援機器等の実証評価・導入支援 
・福祉用具の普及啓発（展示ホール及びテクノハウスの運営等） 

 

○研究課 
・安全安心なまちづくり・すまいづくりの支援等に関する
調査研究 

様式１ 



 
 

  ・福祉用具等の研究開発 
 

○研修課 
・障害者・高齢者支援の要となる人材育成のための研修の実施 

８ 沿革 《設立前》 
・Ｓ４６.４ 「兵庫県立姫路義肢修理所」の事業が社会福祉事業団へ受                     

託されたことに伴い「義肢装具開発課」を設置 
・Ｓ４７.４   義肢装具課に２名のエンジニアを配置し、義肢、車いす 
              等の補装具を中心とした研究開発を開始 
・Ｓ４９.４  リハビリ分野の発展と福祉機器等へのニーズの高まりか                      

ら、エンジニア１名を増員し、補装具以外の福祉用具、                      
機器の研究開発を開始 

・Ｓ５２.７  全国に先駆け福祉機器展示場を持ち技術相談、情報収集                 
提供、技術サービス部門として「生活科学課」を設置 

《設立準備》 
・Ｈ４．１０ 全国の都道府県に先駆け、県は「福祉のまちづくり条例」                         

を制定 
・Ｈ５．４   県福祉部長寿社会政策局企画室内に「設立準備室」を設 

置 
・Ｈ５．５    第１回設立検討委員会の開催（５．１１） 
・Ｈ５．９   「ひょうご福祉のまちづくり国際セミナー」の開催                  
  
《設立》 
・Ｈ５．１１ 「福祉のまちづくり工学研究所」設立 
               企画情報課、研究第一課、研究第二課の３課体制 
・Ｈ６． ９ 「福祉のまちづくり運営懇話会」の開催 
・Ｈ７． ９   第１回「企画運営委員会」の開催 
・Ｈ８． ４   研究第三課、研究第四課を加え５課体制に 
・Ｈ８．１１  新研究棟竣工 
 
《その他》 
・Ｈ１７．９  文部科学省により「科学研究費補助金を受けるための学

術研究機関」として認定 
・Ｈ１９．12  内閣府特命大臣より「平成１９年度バリアフリー化推進                 

功労者表彰優良賞」を受賞 
・Ｈ２０．12  兵庫県より「平成２０年度兵庫県健康福祉部長表彰」を 

受賞  
・Ｈ２１．４  家庭介護・リハビリ研修センターと統合し、名称を「福 

祉のまちづくり研究所」と改称 
・Ｈ２３．４  中央病院ロボットリハビリテーションセンタ-開設 
・Ｈ２４．４  中央病院ロボットリハビリテーションセンタ-支援開始 
・Ｈ２５．４  ロボットリハビリテーション普及推進事業受託 
      （ロボットリハビリテーションプロジェクトチーム設置） 
・Ｈ２５．９ (公財)テクノエイド協会より「介護ロボット普及モデル

事業」を受託 
・Ｈ２５．11 兵庫県立福祉のまちづくり研究所創設２０周年記念式典

開催 
・Ｈ２６．６ リハビリテーション中央病院に小児筋電義手バンクを開

設 
・Ｈ２６．10 第６回ロボット大賞「審査員特別賞」を受賞 
・Ｈ２７．４ 研究２グループ体制を研究課に改編し、「ロボットテク 

ノロジー」「居住支援」「移動支援」の研究ミッション体
制へ移行 

・Ｈ２８．４ ロボットリハビリテーションセンター及び小児筋電義手



バンクの運営をリハビリテーション中央病院から研究所
に移管。 

・Ｈ２９．10 企業の介護ロボット開発を支援する開発支援窓口を開設 
・Ｈ３０．11 企業の介護ロボットの開設支援や導入支援を行う「次世

代型住モデル空間」を開設 
・Ｈ３１．４ 介護ロボット開発支援・普及推進センター開設 
 

９ 組織図 

(平成31年4月1日

現在) 

 
（ロボットリハビリテーションセンター） 

         （介護ロボット開発支援・普及推進センター） 

         ロボットリハビリテーションセンター課 

【課員17名(うち特別研究員1名、義肢装具士1名)】 

所長   次長     介護リハビリロボット機器の研究開発、開発・導入支援等 

           福祉用具普及事業（展示ホール及びテクノハウスの運営等） 

    参与 

         研究課【研究員5名(特別1名、非常勤1名含む）、技師1名、 

非常勤義肢装具士1名】 

       安全・安心まちづくり支援等の研究 

リハビリテーション支援技術の研究及び補装具製作 

・修理事業等 

           研修課【課員7名】 

      高齢者・障害者施設職員の研修事業等 

 

10 職員数の推移  

区  分 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 31年度 

事 務 職 18名 16名 17名 20名 20名 21名 

研 究 職 17名 16名 16名 13名 13名 13名 

 うち正規・特別 10名 10名 11名 11名 10名 10名 

うち非常勤 7名 6名 5名 2名 3名 3名 

合  計 35名 32名 33名 33名 33名 34名 

研究職平均年齢 45.9歳 46.9歳 44.9歳 45.9歳 48.6歳 49.6歳 
 

11 実施業務数の

推移 

 

区  分 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 31年度 

研究課題 16 11 4 4 4 4 

 新規研究 8 2 2 0 1 1 

 継続研究 8 9 2 4 3 3 

普及指導       

試験分析       
 



12 事業費の推移

（各年度4月1日 

現在／単位:千円） 

 

※全額一般財源 

 

 

 

 

 

 

 

区  分 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 31年度 

人 件 費 117,877 106,622 104,662 106,828 106,828 106,828 

        

試験研究費 9,331 7,077 6,500 6,500 6,500 6,500 

        

事 業 費 11,544 12,164 12,085 10,738 10,728 10,766 

        

施設維持費 37,148 37,148 37,148 37,148 37,148 37,148 

        

合  計 175,900 163,011 160,395 161,214 161,204 161,242 

        
 

13 競争的資金等

外部資金獲得

状況 

上段：件数(件) 

下段：金額(千円) 

 

区  分 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 31年度 

競争的資金 
6 7 8 4 4 3 

6,690 6,895 8,775 5,135 1,920 3,965 

受託・ 

共同研究 

3 1 5 4 2 4 

4,243 1,800 37,597 10,558 4,080 5,500 

そ の 他 
      

      

合  計 
9 8 13 8 6 7 

10,933 8,695 46,372 15,693 6,000 9,465 

※詳細別紙のとおり 

14 試験分析手数

料等収入の状況 

（外部資金の一部

再掲） 

 

手数料等の

種 目 
26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 31年度 

         

       

合  計    

 

   

  



15 施設・設備の 

 状況（平成31年 

4月1日現在） 

 

 

 (1) 土地の状況 

 

※総合リハの各

施設が使用して

いる全敷地であ

り、各建物ごと

の区分なし 

 

所 在 地 地目 
公有財産 

台帳面積 

取 得 

年月日 

現在の 

使用状況 
備 考 

神戸市西区曙町

1070 

 

宅地 

 

101,197.61   

㎡ 

  県有地

を管理 

 

      

合   計  101,197.61    

  

(2)建物の状況  

所  在  地 名称 
公有財産台帳面積 取 得 

年月日 
備 考 

建面積 延面積 

神戸市西区曙町 

     1070 

福祉
のま
ちづ
くり
研究
所棟 

2，203.06 

㎡ 

6,450.84 

㎡ 

H8.11.6  

 

 同   上 ｳｪﾙﾌ
ｪｱﾃｸ
ﾉﾊｳｽ 

114.40 

㎡ 

196.58 

㎡ 

H8.3.18  

      

合   計  2,317.46 6,647.42   

 

(3)設備の状況 

（500万円以上

の重要物品(車

両を除く)につ

いて記載） 

 

区分 種   類 
性能構造

形 式 等 

数

量 

取 得 

年月日 

購入価格 

 

保管

場所 

理化

学及

び計

測機

械 

 

万能引張圧縮

試験器 
 １ H5.3.17 11,433,000 

材料
試験
室 

ＮＣフライス

盤 
 １ H5.3.19 9,352,400 

機械
加工
室 

静的負荷試験器 
 １ H7.3.31 8,950,700 

機械
加工
室 

      

合   計    20,785,400  

  



16 試験研究機関

を取り巻く現状

・課題・環境の

変化等 

※各試験研究機関を取り巻く現状・課題・環境の変化等について簡潔にわかりやす

く記入 

 

・障害者差別解消法の施行（H28.4）など、障害者の生活改善に向けた研
究開発を行う当研究所の役割・期待がさらに高まる 
 
・介護ロボットの実用化に向けた国の支援が充実強化されるなど、介護
ロボットの開発・導入の機運が高まる。ロボットリハビリテーションセ
ンターでの研究・開発を積極的に推進する当研究所への国や県のバック
アップが拡充 
 
・平成２６年６月に小児筋電義手バンクを開設。兵庫県のふるさとひょ
うご寄付金制度とタイアップし、必要性を県内外に発信 
 
・介護予防の重要性に鑑み、平成２６年に介護保険法の改正（H27.4から
順次施行）が行われ、介護予防・日常生活支援総合事業としての取組み
が進む 
 
 

 

【２ 中期事業計画における取り組み】 

17 各機関の個別

取組項目 

※各試験研究機関の基本的方向を記入 

 
①介護リハビリロボット機器の開発研究 
「臨床ニーズに基づいた機器開発」をモットーに、平成 23 年度に開設され
たロボットリハビリテーションセンターの取り組みの流れを受け、より効果
的な臨床現場との連携を図り、実用的な介護リハビリロボットの研究開発に
産学官の連携を図りながら 
取り組む。研究の財源としては兵庫県の事業予算を効果的に活用するとと
もに、国の事業予算等の外部資金を積極的に獲得していく。 
 
②介護ﾛﾎﾞｯﾄの普及推進 
 介護現場の人材確保の問題が年々深刻化している中で、国の「介護ロボッ
ト実用化支援事業」において本格的な介護ロボットの開発がすすむ中、介護
現場に向けた情報提供及び利活用の普及啓発を図るとともに、協力施設等に
おいて導入支援を推進する。 
 
③障害者・高齢者の移動支援や住環境に関する研究 
平成 27 年度より研究職個別の研究テーマから３つの研究ミッションを明

確にした研究を推進する。高齢者、障害者のニーズの状況や、それぞれの専
門分野を担う研究職の領域を踏まえ、上記の介護リハビリロボット機器の研
究開発を担う「ロボットテクノロジー」に加え、「居住支援」「移動支援」
のﾐｯｼｮﾝに再整備する。居住支援ミッションでは「認知症者の暮らしの継続
を支えるアイディアの普及ツール開発」、移動支援ミッションでは、「車椅子
使用者の坂路環境及び活動量の評価と、バリアに対応した車椅子機構に関す
る研究」をすすめている。 
 

   (1)主な研究成 

 果 

【県受託研究数】 
29 年度    3 件  6,500千円 

     30 年度   3 件  6,500 千円 
31 年度   3 件  6,500千円 

 
【県特別研究】 



29 年度    1 件      255千円 
30 年度   1 件    238千円 
31 年度   1 件    238千円 

 
【外部資金研究数】  

29 年度   8 件   15,693千円 
30 年度    6 件    6,000千円 
31 年度     7 件   9,465千円 

 
【共同研究】 
・モーション・パラメーター応用技術開発（H27～H29） 
・ハンドバイクにおける駆動フォームの定量的評価手法に関する研究
（H27～H29） 

・障害者自立支援機器等開発促進事業（H28～H30） 
・認知症高齢者グループホームにおける居住者間の相互作用に着目し

た環境デザイン（H28～H29） 
・認知症高齢者の自立生活を支える居住システムの提案（H28～H30） 
・車椅子マラソンにおけるハンドリム径や取付間隔が発揮トルクに及 

ぼす影響に関する研究（H28～H30） 
・リハビリ施設から在宅に向けたリハビリ支援手法の体系化（H30～

H31） 
・認知症高齢者の逆行性喪失行動および BPSD を緩和する居住環境デザ

イン手法の構築（H30～R2） 
・健康モデル化によるスマートインタラクティブサービス（H30～H31） 
・感覚統合能力評価インターフェイスの提案（H31～R2） 
・認知症高齢者への生活・自立・介護のための空間的配慮とその評価

に関する研究（H31～R3） 
 
・作動力・嚥下・認知に関するデータ解析手法（H29） 
・インテリジェントな制御方式による上肢電動義手システムの開発

（H29～31） 
・脊髄損傷者向け排泄支援装置の導入効果（H29～31） 
・4D 計測・身体周径計測技術開発（H29～30） 
・デジタルファブリケーション技術及びロボット技術を用いた医工連

携における適応型福祉機器・モデルの研究（H29） 
・機器の連携による生活支援住環境モデルに関する研究（H29） 
・現場ニーズに即した研究開発・商品化(骨盤モデル)（H28～29） 
・車椅子マラソンにおけるハンドリム径や取付間隔が発揮トルクに及

ぼす影響に関する研究（H28～30） 
・歩行パラメータ簡易測定器研究開発に係る機器（H28～30） 
・物体の形状に合わせて把持することができる多指機構を有し、軽量

で極めて装飾性に優れた量産型筋電義手（H28～31） 
・筋力低下・スクリーニングシステムに関する共同研究（H27～29） 
・繊維及び弾性繊維ライクラファイバー®、炭素繊維複合材料を用いた

間接運動を補助または訓練する着衣、簡易装具その他これに類する
運動補助具（H27～29） 

・ハンドバイクにおける駆動フォームの定量的評価手法に関する研究
（H27～29） 

 
・介護現場向けモバイルロボットの導入検討（仮）（H30） 
・徘徊検知見守り機器の開発（仮）（H30） 
・作動力・嚥下・認知に関するデータ解析手法（H30） 
・デジタルファブリケーション技術及びロボット技術を用いた医工連

携における適応型福祉機器・モデルの研究（H30） 



・機器の連携による生活支援住環境モデルに関する研究（H30） 
・自動制御機能を備える介助用電動車椅子の開発 (仮)（H30～32） 
・健康モデル化によるスマートインタラクティブサービス」（H30～31） 
 
・個人認証を用い行動変容を促す認知症者の在宅見守りサービス用ロ

ボットシステムの開発（R1～R2） 
・排泄支援アシストロボットに関する研究開発（R1～R2） 
・嚥下・認知に関するデータ解析手法（R1） 
・自立生活を長期に渡り維持するためのサービス向けスマートスピー

カー補助システム開発（R1） 
・自立生活を長期に渡り維持するためのサービス向けスマートスピー

カー補助システム開発（R1） 
・介護施設の搬送業務の改善を目指した自動搬送機の導入研究（仮）

（R1） 
・介護施設の業務改善を目指したセンサ統合システム運用研究（仮）

（R1） 
 
 
【特許等の出願状況】  
《特許》 

・行動検知装置及び行動検知方法（特許第5845506号）H27.12.4取得 
・可動義手（特許第6479376号）H31.2.15取得 
・排尿支援装置（特許第6208707号）H29.9.15取得 
・医療用スライス立体モデル及びその製造方法（特許第6360003号）

H30.6.29取得 
・介護度推定システム（登録第6535778号）H31.6.7取得 

 
《特許出願》 
  ・ロービジョン者用ウェラブルディスプレイ（平成25年度） 
  ・高齢者向けの生活活動を補助する衣類の開発（平成27年度） 
  ・多指可動型電動義手（平成28年度） 
  ・運動器作動力推定システム（平成28年度） 

・医療用スライス立体モデル及びその製造方法（平成30年度） 
  ・電池内蔵継手（平成30年度） 
  ・可動義手（平成31年度） 
 
《実用新案》 
  ・食器保持具（お椀把持自助具）（登録第3187864号）H25.1.8取得 
 
《商標登録》 
  ・ロボットリハビリ（登録第5568045号）H25.3.22登録 
  ・Ｂｏｄｙ－ＫＩＮ（登録第6138421号）H31.4.19登録 
  ・Ｒｅｈａ－Ｒｉｂｂｏｎ（登録第6116250号）H31.1.25登録 
 
《商標登録出願》 
  ・Ｒｅｈａ－Ｒｉｂｂｏｎ（図形）（平成31年度） 
 

(2)普及指導実  

 績 

【研究成果の情報発信】 

・研究実践発表会の開催          年１回 

・福祉のまちづくりセミナーの開催     年１回 
・情報誌「アシステック通信」の発行   年１回 
・福祉のまちづくり研究所報告集の発行  年１回 
・ホームページによる研究活動等の紹介  
・国際展示会等への研究成果物の出展   



    国際フロンティア産業メッセ（神戸国際展示場） 

   国際福祉機器展（東京ﾋﾞｯｸｻｲﾄ） 

  i-CREATe2017／第 32 回リハ工学カンファレンス in 神戸（神戸国際
展示場） 

  i-CREATe2018（Shanghai Everbright Convention Hotel ,Shanghai, 

China） 

  ISPO2019（第 17 回国際義肢装具協会世界大会）（神戸コンベンシ
ョンセンター） 

・新聞、テレビ等メディアへの取材協力 

H29 年度 ﾃﾚﾋﾞ番組 34 件､新聞記事 4 件､ﾗｼﾞｵ番組 2 件､情報配信 1 件 

H30 年度 ﾃﾚﾋﾞ番組 2 件､新聞記事 3 件､ｳｪﾌﾞﾍﾟｰｼﾞ 3 件 

H31 年度 新聞記事 2 件 (H31 年度は 9 月末までの数字) 

 

【介護ロボットの普及・情報発信】 

当研究所で介護ロボット機器の研究開発をすすめるとともに、国等の
補助金、委託事業を積極的に獲得・活用してきた。医療・介護現場に向
けた介護ﾛﾎﾞｯﾄの普及を目指し、平成 27 年度からは兵庫県の特別予算も
活用しながら下記の事業に取り組んだ。 

 

H25 年度～H29 年度 

介護ﾛﾎﾞｯﾄ普及ﾓﾃﾞﾙ事業 

（(公財)ﾃｸﾉｴｲﾄﾞ協会から全国８機関の一つとして実施） 

H26 年度  ﾛﾎﾞｯﾄ介護機器推進ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ事業 

     見守り支援機器の効果測定（経済産業省） 

H27 年度～兵庫県ﾃｸﾆｶﾙｻｰﾋﾞｽ発信事業 

          福祉用具展示ﾎｰﾙﾘﾆｭｰｱﾙ・介護ﾛﾎﾞｯﾄ常設展示開始（約 25 点～） 

H28 年度 ﾛﾎﾞｯﾄ介護機器開発・導入促進事業（AMED） 

H28 年度 ｿｰｼｬﾙｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝ実現のための ICT 技術を応用したﾓﾉづくり流
通ｸﾗｳﾄﾞｼｽﾃﾑの研究開発（総務省（SCOPE）） 

H28 年度～H30 年度 

     障害者自立支援機器等開発促進事業（(公財)ﾃｸﾉｴｲﾄﾞ協会） 

H28 年度～H29 年度 

介護ﾛﾎﾞｯﾄを活用した介護技術開発ﾓﾃﾞﾙ事業 

     ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝﾛﾎﾞｯﾄの実証評価（AMED） 

H29 年度 介護ﾛﾎﾞｯﾄの導入支援及び導入効果実証研究事業（三菱総合研
究所（厚生労働省）） 

 

 (3)試験分析実 

 績 

無し 

(4)その他特筆

すべき取り組

み内容 

【福祉分野の人材育成研修】 

・認知症介護・支援関連研修 

・障害者支援関連研修 

・介護予防推進研修 

・福祉用具の活用研修 

18 的確なニーズ

把握に基づく研

究推進と迅速な

成果普及 

各県立試験研究機関のユーザーの多様なニーズに対応できる行政サービ
ス機関としての機能を十分に発揮するため、ユーザーニーズの的確な把
握を行い、研究の効果的な推進を図るとともに、各機関の特性を生かし
た迅速な成果普及に取り組む。 



 (1)ニーズ把握

の情報チャン

ネルの充実強

化 

当研究所では、総合リハビリテーションセンター内に設置されている立
地環境を活かし、リハビリテーション中央病院や特別養護老人ホーム、
障害者支援施設等の利用者や医療福祉現場の関係職種のニーズに基いた
研究開発をすすめている。民間の医療機関や施設等の現場からのフィー
ドバックを反映しつつ、共同研究や事業を推進している。また障害者団
体や認知症の家族の会、地元老人クラブなどの当事者意見、作業療法士
会・理学療法士会などの職能団体の協力やアドバイスを得ながら事業に
取り組んでいる。 

(2)成果普及の

ための手段充

実 

当研究所の主催イベントに加え、関係学会や国際展示会においても研
究成果物を積極的に出展している。また新聞・テレビ等、報道機関から
の取材も数多く受け入れるとともに、効果的な情報提供をすすめるため
現在ホームページのリニューアルに取り組んでいる。 

(3)開かれた試

験研究機関の

推進 

研究成果の PRとともに、地域の要請に応え、可能な範囲で各専門領域
の職員の講師派遣を実施している。また見学依頼については、福祉用具
展示ホールを中心に受け入れ、福祉用具・介護ロボットを活用した介護
の普及啓発を行っている。 

19 機関の自主性

・効率性を高め

る業務運営の展

開 

研究・普及指導等の活動を円滑かつ効果的に実施するため、機関の自主
的・効率的な業務運営に向けた改善に取り組む。 

 (1)分野横断的

な取組み 

総合リハビリテーションセンター内に立地する環境を活かし、中央病
院、高齢者施設及び障害者施設等の利用者や医療福祉職からのニーズを
下に研究業務に取り組んでいる。平成28年度に組織改編によりロボット
リハビリテーションセンター課を設置。ロボットリハビリテーション推
進の拠点化を目指し、研究職やセラピスト、福祉用具の相談支援にかか
わるスタッフをひとつの課に集約し、福祉用具展示ホールで研究職が従
事することにより、ニーズ把握の強化と利用者ニーズへの対応の充実を
図っている。 

 

(2)研究マネジ

メント機能の

充実・強化 

・ 企画運営委員会での外部評価及び業務運営に関する報告及び助言 
・研究ミッション制の確立，ミッションリーダーによる、researchmap

も活用した研究進捗・予算執行の適切な管理 
・ 主任研究員等会議・リーダーミーティング等における情報共有と指示

の徹底 
 

(3)知的財産の

創出と有効活

用の促進 

・迅速、適切な活用のための職務発明審査会に向けた法人事務局との連
携 

・特許出願のしやすい職場風土の醸成 
・機関誌等による知的財産の取得状況の掲載 

(4)機動的、弾力

的予算の運用 

科研費等の外部資金の獲得に加え、厚生労働省、経済産業省、総務省等
の国の事業費を積極的に獲得している。平成31年度は科研費を除き、約
5,500千円の国等の予算を獲得し、事業を推進している。 

(5)人材の育成、

活性化 

・研究ミッションリーダーへの若手の登用 
・ミュンヘン工科大学と協定を結び研究交流を実施 
・積極的な企業との共同研究の実施 
・大学等からの実習生の受け入れ 
・日本福祉のまちづくり学会や日本リハビリテーション工学協会をはじ

めとした各種学会参加・発表 
・外部人材活用等による職員の育成 



20 産学官連携ネ

ットワークの一

層の強化 

県立試験研究機関の限られた資源を活用するため、大学や他の研究機関
、産業支援機関などとの県域内及び広域的な産学官の連携ネットワーク
の強化に取り組む。 

 (1)産学官連携

ネットワーク

の構築 

・大学、企業との共同研究の実施 

・自治体や大学等で構築されている産学官連携ネットワークへの講師派
遣 

・ひょうごアシステック研究会勉強会の開催 

 (2)公立試験研

究機関との広

域連携ネット

ワークの構築 

ひょうごアシステック研究会を通じて、県立工業技術センターや県立健
康生活科学研究所との情報交換を実施。 

(3)地域内の連

携ネットワー

クの強化 

研究や事業を推進するにあたってのニーズの把握においては、リハビリ
テーションセンター内の病院、施設はもとより、地域の医療・福祉現場、
当事者団体や職能団体との連携を図り、調査研究や実証評価を実施。 
 

 



【様式】福祉のまちづくり研究所機関評価自己評価シート 

研究機関名 福祉のまちづくり研究所 ページ   1 

 

様式２ 

 

区分 評価項目 評価の視点 取り組み実績の概要 課題及び今後の展開方向 県立試験研究機関の長による自己評価 

１ 

各

機

関

の

個

別

項

目 

(1) 基本的方向 ○機関の役割を果たせているのか。 ユニバーサル社会づくりの拠点として、医療福祉
施設等が集積する立地環境を活かし、新たなニーズ
の発掘と企業等との連携による実践的研究に取り組
んできた。 

 
【先導的、実践的な研究の推進】 

ロボットリハビリテーションセンター(平成２８
年度中央病院から移管)では、医工連携の下、装飾性
に優れ軽量・廉価な新しい筋電義手や、自己導尿を
支援する装置などを開発、メーカーとも協同して実
用化に向けた研究を着実に推進している。さらに、
股関節手術（人工関節置換術）の術前検討を容易に
する骨盤モデルを簡便に製作する手法を構築し、小
野福祉工場で生産できる仕組みを整えた。 
  
【開かれた試験研究機関・研究体制づくり】 
下記２（２）に記載 
 
【立地環境を活かした多様なニーズの発掘、研究の

充実と関係機関、施設との連携】 
上記の研究開発をはじめ、リハビリ支援技術にか

かわる研究などについて、常時、リハビリテーショ
ン中央病院や特別養護老人ホーム、障害者自立生活
訓練センター、就労支援事業所、スポーツ施設など、
医療福祉現場の関係職種や利用者ニーズの把握に努
めながら研究開発に取り組んでいる。 

また、平成２９年度には神戸市と連携して介護ロ
ボット等の開発支援窓口を開設、平成３０年度には
企業の開発した介護ロボットの実証評価や家庭や施
設への導入を支援する次世代型住モデル空間を開
設、介護ロボット等の研究開発を推進する体制を整
えた。 
 
【企業とのタイアップ等の強化】 

数々の共同研究をすすめてきたほか、製品化に向
けた知的財産の申請に至る研究開発も進めている。
［機関評価調書 １７（１）参照］ 
 
 

 【課題】 
・知的財産の取得と効果的な活用（製品化）に向け 

た産業界（製造業者）との更なる連携 
・新たに発掘したニーズに対応できる人材及び財源 

確保 
 

医療福祉や社会ニーズが多様化する中、障
害者や高齢者・医療福祉職のニーズを的確に
捉え、当研究所の能力・実績を十分に活かせ
る「本当に役立つ」研究開発を行うため、「ロ
ボットテクノロジー」「居住支援」「移動支援」
の三つの研究ミッションを明確に定め、実践
的な研究を組織的に推進しており、目に見え
る成果をあげている。 

国内の開発拠点として新規性・実用性の高
いロボットリハビリ機器の研究開発をより
一層進めるため、平成２８年度からロボット
リハビリテーションセンターをリハビリテ
ーションセンター中央病院から当研究所に
移管したところであり、日本におけるロボッ
ト技術を活用したリハビリテーション分野
のトップランナーとして、国産初の改良型筋
電義手の開発などのロボット技術の面にお
いても、国省庁や他府県、海外を始めマスコ
ミの注目も集めている。 

平成２９年度には神戸市と共同で「ひょう
ご KOBE 介護・医療ロボット開発支援窓口」
を開設、平成３０年度には県の予算で「次世
代型住モデル空間」を整備、平成３１年４月
には、これらを総合的に推進する「介護ロボ
ット開発支援・普及推進センター」を開設、
高齢者や障害者を支援する本当に役立つ介
護ロボットの開発・導入を推進する体制を整
備したところである。 

今後、「新福祉のまちづくり研究所」とし
ての体制や機能を強化し、さらなる取組みを
進めていきたい。 
  
 
 
 
 
 

【今後の展開方向】 
・平成２７年度に整備・リニューアルした評価室・
福祉用具展示ホールや平成２９年度に開設した介護
ロボット開発支援窓口、平成３０年度に開設した次
世代型住モデル空間、さらには研究所のスタッフが
コーディネータ―となって高齢者や障害者のニーズ
と企業のシーズをマッチングする場として活用する
ため改装を行う住宅都市交通実験室を一体的に活用
し、介護ロボットや高機能自立支援機器の開発を支
援していく。 
・令和元年度、外部の有識者等にご参集いただいた
「新福祉のまちづくり研究所検討委員会」から、少
子・高齢社会などの課題を見据え、次世代に向けた
さまざまな課題に対応して兵庫県が標榜するユニバ
ーサル社会の実現を図るためにふさわしい、これま
でとは違う体制や機能を強化した「新福祉のまちづ
くり研究所」の構築に向けた提言をいただいた。 
・この提言を踏まえ、研究所の体制や機能を強化し、
障害者や高齢者に「本当に役立つもの」の研究開発
をさらに積極的に推進していく。そのため、優秀な
人材確保、企業との共同研究や研究所の施設の活用
による財源の確保に努める。 
 
 
 

(2) 業務の具体的展開 ○研究の重点化の内容に沿った研究は

行えているか。 

○試験分析、普及指導等は適切に行え

ているか。 

【県受託研究数】 
平成２９年度  ４件（うちミッション研究３件） 
平成３０年度  ４件（うちミッション研究３件） 
平成３１年度  ４件（うちミッション研究３件） 
 
（平成３１年度ミッション研究） 
・モーション・パラメーター臨床技術開発(H30～) 
・認知症高齢者が自立生活できる住環境に関する研
究開発（H31～） 
・車椅子使用者の坂路環境及び活動量の評価と、 
バリアに対応した車椅子機構に関する研究(H27～) 
 
（平成３１年度県特別研究） 
・現場ニーズに即した研究開発・商品化 

 【課題】 
・研究成果が実用化に至るケースをさらに増やすこ
と。そのための、ユーザーニーズに基づいた企業と
の共同研究および開発支援の取り組み 
 
  

研究の重点化に沿った研究テーマに取り
組んだだけでなく、ニーズに即した、より実
践的な研究により本当に役立つものを開発
するため、平成２７年度よりミッション研究
体制を敷き、限られた研究資源を効率的に活
用しながら研究を実施している。 

その結果、手術シミュレーション用骨盤モ
デル（平成 30年 10 月）や排尿支援装置が実
用化(令和元年９月)され、新しい筋電義手も
令和２年４月に障害者総合支援法の制度下
での商品化を予定している。   

今後、手術シミュレーション用骨盤モデル
や排尿支援装置、成人用筋電義手に引き続
き、本当に役立つものとして、研究成果の実

【今後の展開方向】 
・障害者や高齢者に「本当に役立つもの」の研究開
発を積極的に推進するとともに、引き続き成果の実
用化に向けた取組みを進める。 
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 なお、試験分析・普及指導等は、機関評価調書 
１７（２）（３）参照 

用化を目指す。 

２ 

共

通

取

組

項

目 

(1) 的確なニーズ把握

に基づく研究推進と

成果普及 

○ニーズ把握の情報チャンネルの充実

強化は図られているか。 

○成果普及のための手段は充実されて

いるか。 

○開かれた試験研究機関の推進は図ら

れているか。 

○成果が県の政策や施策へ活かされて

いるか。 

【ニーズ把握の情報チャンネルの充実強化】 
リハビリテーション中央病院、障害者自立生活訓

練センター、障害者能力開発センター、身体障害者
更生相談所、地域支援課（訪問リハビリ等）、特別養
護老人ホーム等の隣接する立地環境を活かし、常時
関係職種や利用者のニーズの把握をもとに研究を進
めている。具体的には、中央病院からのニーズに基
づく「排尿支援装置」、「改良型筋電義手」、「手術シ
ミュレーション用骨盤モデル」の研究開発、特別養
護老人ホーム（万寿の家）からのニーズに基づく企
業との「汚物等自動搬送機の研究開発など、着実に
成果を上げている。 

また、高齢者大学と連携の下、「身体動作評価装置
（Body-KIN）」の装置の開発を進めるとともに、認知
症家族会と連携し、「認知症高齢者が自立生活できる
住環境に関する研究開発」に取り組んでいる。 

さらに、さまざまな機会を得て県内外の企業との
意見交換や共同開発を進めるなど、ニーズ把握の情
報チャンネルの充実強化を図りながら、着実な研究
成果につなげている。 

 
【普及啓発】 

研究成果は、毎年研究成果発表会や福祉のまちづ
くりセミナー、機関誌・報告集、ホームページなど
を通じて積極的に情報発信している。また国際福祉
機器展や国際ロボット機器展、国際フロンティア産
業メッセ、日本リハビリテーション医学会学術集会
などをはじめ、年間を通じて数々の展示会にも出展。
テレビ・新聞等の報道取材を積極的に受け入れ、全
国に向けた情報発信を行っている。 
  また介護ロボットの普及推進において、医療福祉
職をはじめとする関係者の介護ロボットの理解や見
識を高められるよう、使用体験会や普及セミナーな
どのイベント企画を毎年実施している。 
《機関調書１７（２）参照》 
 
【開かれた試験研究機関の推進】 

平成２７年度に福祉用具展示ホールをリニューア
ルし、より効果的な福祉用具の普及を目指して、ユ
ーザー、医療や福祉職等との相談対応を充実してい
る。また地域の学校法人や福祉団体、専門職等から
の希望に応じた見学対応のほか、実習生の受け入れ
も行っている。 

平成２９年度には神戸市と連携して介護ロボット
等の開発支援窓口を開設、平成３１年４月には、平
成３１年１０月に整備した次世代型住モデル空間や
福祉用具展示ホールを活用し介護ロボット等の開
発・導入支援、普及推進を進める介護ロボット開発
支援・普及推進センターを開設。合わせて、車椅子
等の適合相談などを行うテクニカルエイドの本格実
施を開始した。 
 

【課題】 
・真に現場の現状にマッチしたニーズとシーズマッ
チンのマッチングによる、本当に役立つ開発の推進 
・新たに発掘したニーズに対応できる人材及び財源 

確保（再掲） 
 

立地環境を活かして、あらゆる職種や利用
者・高齢者ニーズを集約している。 

こうしたニーズに基づき、企業との共同研
究の成果として次々と商品化を実現してい
る。 

さらに、平成２９年度に開設した介護ロボ
ット開発支援窓口や平成３０年度に開設し
た次世代型住モデル空間を活用し、現場ニー
ズに基づいた企業の開発支援を推進してい
る。 

また、新福祉のまちづくり研究所の構築に
向け令和2年4月に大規模な組織改編を予定
しており、ホームページの大幅なリニューア
ルを実施すべく現在準備を進めている。 

よりタイムリーでわかりやすい情報発信
に努め、研究所の成果をしっかりと発信・普
及していきたい。 
 
 
 

【今後の展開方向】 
リハビリ中央病院や障害・高齢施設と連携、さら

には、平成２９年度に開設した介護ロボット開発支
援窓口、平成３０年度に開設した次世代型住モデル
空間や研究所のスタッフがコーディネータ―となっ
て高齢者や障害者のニーズと企業のシーズをマッチ
ングする場として活用するため改装を行う住宅都市
交通実験室を一体的に活用し、現場の実情にマッチ
したニーズを的確に把握し、本当に役立つ介護ロボ
ットや高機能自立支援機器の研究開発を推進する。 
 
 
 
 
 



【様式】福祉のまちづくり研究所機関評価自己評価シート 

研究機関名 福祉のまちづくり研究所 ページ   3 

 

様式２ 

【政策・施策への反映】 
県から受託した研究の成果及び実践結果は、兵庫

県福祉のまちづくり条例の実効性を高めるチェック
＆アドバイス制度の創設、条例の見直しや小児筋電
義手バンクの設立など県の施策に反映されるととも
に、市町のバリアフリー構想、地域交通連携計画づ
くりなどの実践でも効果的に活用されている。  

また、近年、当研究所で重点的に取り組んできた
「先端的な技術を活用した医療又は介護の提供のた
めの研究開発の促進」は、兵庫県の「ひょうごユニ
バーサル社会づくり総合指針」にも示されている。 
 
 
 
 
 

  

(2) 機関の自主性、効率

性を高める業務運営

の展開 

①分野横断的な取組強

化 

○分野横断的な取組強化は行われてい

るか。 

○県立試験研究機関間の連携強化は行

われているか。 

○各県立試験研究機関内の連携強化は

行われているか。 

【分野横断的な取組強化】 

リハビリテーション中央病院、特別養護老人ホー

ム、身体障害者自立生活センター等と隣接すること

から、これら機関との密接な連携のもと「ロボット

テクノロジー」「居住支援」「移動支援」ミッション

研究に取り組んでいる。さらに、ロボット機器の研

究開発から介護現場での利活用の普及までを一貫し

て推進する部門として、介護ロボット開発支援・普

及推進センターを設置。ロボットリハビリテーショ

ンセンター課とともにロボットリハビリテーション

推進の拠点として、研究職やセラピスト、福祉用具

の相談支援に関わるスタッフが一体的に開発支援・

普及推進に積極的に取り組んでいるほか、研修プロ

グラムへの研究スタッフの参加も実施している。 
さらには、車椅子等の適合相談などを行うテクニ

カルエイドの本格実施を開始した。 
【県立試験研究機関間の連携強化】 

工業技術センターと定期的に情報交換する場を設

定し、連携に努めている。 

 

【各県立試験研究機関内の連携強化】 

認知症に関係した研究では研修部門と連携して調

査と結果のフィードバックを実施している。福祉用

具展示ホールで研究職が従事することにより、ニー

ズ把握の強化と利用者ニーズへの対応の充実を図っ

ている。 

【課題】 

県立試験研究機関間の連携強化 

研究部門・展示相談部門の一体的サービスの充実(介

護ロボット・福祉用具・住環境相談対応やテクニカ

ルエイドサービスの充実) 

 令和元年度に介護ロボット開発支援・普及
推進センターを設置、開発・導入・普及を一
体的に推進する体制を整えた。 
 新体制のもと、これまで以上に企業との共
同研究、企業の開発支援を推進し、研究開発
を推進している。 
 令和 2年度には、さらに、開発支援・普及
推進・研修機能を一体的に活用・推進する体
制を整備し、本当に役立つものの提供を推進
していく。 
 

 
 
 

 

【今後の展開方向】 

 昨年 10 月に提言を受けた、「これまでとは違う体

制や機能を強化した「新福祉のまちづくり研究所」

の構築に向け、令和 2年度から体制を一新・強化し、

開発支援・普及推進・研修機能を一体的に推進する。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 ②研究マネジメント機

能の充実強化 

○対外、対内マネジメント機能の充

実・強化は図られているか。 

○研究評価システムの適切な運用と改

善は行われているか。 

○毎年度の中期事業計画のフォローア

ップを行っているか。 

○研究課題のマネジメント体制は適切

【対外・対内マネジメント機能の充実・強化】 
外部資金を積極的に活用して研究を進めており、

従来の日本学術振興会や厚生労働省の科研費だけで
なく、国立研究開発法人科学技術振興機構(JST)の研
究助成も他機関と研究チームを構成して獲得してい
る。また、企業を支援することで企業主体の競争的
資金の獲得も開始し実績を上げている。 

各研究(ミッション)グループにおいて各リーダー
の指揮の下、研究が進められており、細分化された
テーマの進捗は JST が提供する新世代研究基盤
researchmap 内に設けた独自のデータベースに蓄積

【課題】 
・研究リーダー、管理・監督職各層におけるマネジ
メント機能強化 

 

 ミッション研究体制を実施し、各リーダー
によるマネジメントの強化を図っている。 

外部資金を積極的に活用しており、従来の
日本学術振興会や厚生労働省の科研費だけ
でなく、国立研究開発法人科学技術振興機構
(JST)の研究助成も他機関と研究チームを構
成して獲得している。また、企業を支援する
ことで企業主体の競争的資金も獲得し研究
成果を上げている。 

また、国立研究開発法人科学技術振興機構
(JST) が 提 供 す る 新 世 代 研 究 基 盤

【今後の展開方向】 
・新福祉のまちづくり研究所の構築に向けた体制の
強化として、総合経営戦略機能の充実強化を図るこ
ととしており、先端的な研究開発の実行、研究所の



【様式】福祉のまちづくり研究所機関評価自己評価シート 

研究機関名 福祉のまちづくり研究所 ページ   4 

 

様式２ 

か。 

○研究課題の評価結果をマネジメント

に適切に反映されているか。 

し共有を図っている。グループ間の情報をリーダー
ミーティングで共有するとともに、研究部門会議等
を有効活用しながら、効果的な研究推進が図られる
よう調整を図っている。 
 
【研究評価システムの適切な運用と改善】 

研究課題等評価調整会議の開催、また企画運営委
員会の開催を通じ、受託研究全研究テーマについて
外部評価及び業務運営に関する報告及び助言をいた
だいている。 
 
【毎年度の中期事業計画のフォローアップ】 
 定例会議において、計画の周知を図りながら、職
員の意識の高揚を図っている。 
 
【研究課題のマネジメント体制】 

ミッションリーダーが中心となり、執行管理のほ
か、各研究員に対する助言指導を行っている。管理
職と全研究員が参加する中間報告会において研究の
進捗状況や予算執行状況を情報共有し、適切に管理
を行っている。試験評価など、被験者の協力を求め
る研究においては、「個人情報保護」や「リスクマネ
ジメント」の観点から、柔軟に倫理委員会を開催し
ている。 

 
【研究評価の評価結果のマネジメント】 

評価受審後の定例会議にて、職員全体に報告し、 
情報の共有を図っている。 

 

総合戦略を遂行する人材の確保に努めたい。 
 
  

researchmap内に設けた独自のデータベース
に研究進捗状況の蓄積・共有を行なって業務
の見える化を図り、研究員間の競争意識やモ
チベーションの向上を引き続き図っている。 
 
 

③知的財産の創出と有

効活用の促進 

○県有知的財産の創出、活用体制の整

備はできているか。 

○知的財産に関する関係機関との連携

強化は図られているか。 

○職員のインセンティブの充実は図ら

れているか。 

○研究成果の知的財産化及びその利用

は十分に行われているか。 

【県知的財産の創出、活用体制の整備・関係機関と
の連携】 
特許出願のしやすい職場風土づくりを図り、事業団

事務局設置の職務発明審査会での迅速な審査を受け
るための情報共有を常に行っている。特許出願等に
かかわる弁理士事務所との相談・連携も円滑にすす
めている。 
また、企業等との共同研究を進める中で、知的財産

に関する連携を強化している。 
  

職務発明審査会開催日数 
（平成 29年度 1回・30年度 1回・31年度 0回） 
 
【研究成果の知的財産化及びその利用】 
《平成 29年度》 

・排尿支援装置 
（H27 出願 H29.9.15 特許第 6208707 号） 

 
《平成 30年度》 
  ・医療用スライス立体モデル及びその製造方法 

（H27 出願 H30.6.29 特許第 6360003 号） 
  ・可動義手 

（H26 出願 H31.2.15 特許第 6479376 号） 
・医療用スライス立体モデル及びその製造方法 
（特願 2018-118021） 

・電池内蔵継手（特願 2018-138584） 
 

【課題】 
・知的財産申請等に伴う経費の予算化（特許等出願
にかかわる経費は、従来の予算には見込まれておら
ず、場合によっては外部資金の間接経費に依存して
いるのが現状） 
・知的財産管理にかかわる人材の育成 
 
 

企業等との共同研究により、着実に知的財
産化につながる研究がすすんでいる。 

ただ、現状知的財産管理を管理する体制は
必ずしも十分とは言えないことから体制を
強化する必要があると考えており、外部の専
門家との連携など、新福祉のまちづくり研究
所の根幹をなす知財管理・活用を図る体制の
強化を進めていきたい。 
 
 
 

【今後の展開方向】 
新福祉のまちづくり研究所の構築に向けた体制の

強化として、知財管理の充実強化・知財を活用した
総合経営戦略機能の充実強化を図ることとしてお
り、製品化へ向けた企業への積極的なアプローチ、
知財管理にかかる人材の育成を図りたい。 
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《平成 31年度》 
 ・介護度推定システム 

（H29 出願 H31.6.7 登録第 6535778 号） 
 ・可動義手（特願） 

・Ｂｏｄｙ－ＫＩＮ 
（H29出願 H31.4.19登録第6138421号） 

④機動的、弾力的な予算
運用 

○国等の競争的資金など外部資金を積
極的に獲得しているか。 

○所長の裁量的予算は適切に活用され
ているか。 

【外部資金の獲得】 
科研費に加え、厚生労働省、経済産業省、総務省

等の国の事業費を積極的に獲得している。平成３１
年度は科研費を除き、約 5,500 千円の国等の予算を
獲得し、事業を推進している。 
平成２９年度  ８件    １５，６９３千円 
平成３０年度  ６件     ６，０００千円 
平成３１年度  ７件     ９，４６５千円 
 
 新行革プラン目標である研究費総額の 50％以上
をクリアしている。 
 
   
【所長の裁量的予算】 
 県の研究費の予算枠を有効に活用するとともに、
事業団本部と連携しながら、研究予算の確保に努め、
全体予算の執行の中で柔軟に対応している。 
 

【課題】 
所長の裁量的予算も含めた必要な研究予算の確保 

外部資金を積極的に活用しており、従来の
科研費のみならず、厚生労働省や総務省、経
済産業省などの国の事業予算を積極的に獲
得し、研究成果を上げている。 
今後とも、国・関係機関の補助金の獲得に努
めるとともに、企業との共同研究開発を積極
的に行い、本当に役立つ研究開発を積極的に
推進する。 

【今後の展開方向】 

研究予算の確保と有効活用 

⑤人材の育成、活性化 ○人事交流の活発化は図られている

か。 

○外部人材の活用は行っているか。 

○他の研究機関や大学等への派遣を行

っているか。 

○研究員を対象とした研修等を行って

いるか。 

○学会等へ積極的に参加しているか。 

【人事交流】 
共同研究や事業の拡大により、企業や大学、また

国や自治体との連携機会が高まり、メーカー等の外
部人材との交流も充実してきている。 

また兵庫県立大学、香港理工大学ならびに姉妹提
携しているミュンヘン工科大学などからインターシ
ップ（研究員）の受け入れを実施している。 
 
 
【外部人材の活用】 

大学・企業等との共同研究を積極的にすすめてい
る。また筋電義手の修理、製作にあたって、企業の
ベテランの義肢装具士の知識や技術を活用し、当研
究所の若手の義肢装具士の育成を図っている。 
 
 
【他の研究機関や大学等への派遣】 
 大学等への講師派遣、また大学等からの実習生の
受け入れも積極的に受け入れている。 
 
【研究員を対象とした研修】 
 研究所内の定期的なミーティングにおいて若手職
員への指導教育を実施しているほか、経験年数に応
じた職場での役割意識を高めるため、法人内で職員
研修の機会を提供している。 
 また研究倫理に関して、日本学術振興会あるいは
一般財団法人公正研究推進協会が提供する
e-Learning コースを全研究員に受講させている。 
 
 
【学会等への参加】 
「日本福祉のまちづくり学会」「リハ工学カンファ

【課題】 
多様な研究テーマに対応できるフレキシブルで有

能な人材の育成・確保。 
 

大学や企業等多くの機関と共同研究を行
い、積極的な交流を進め、外部人材との交
流・活用を図っている。 

あわせて、研究員の能力向上や組織の活性

化を図るとともに、ＡＩの知識・技能を有し

た研究員の採用など、時代の要請に対応した

先端的な研究に即応できる体制を強化して

いく。 

 
 
 

【今後の展開方向】 
所内外のさまざまな機会を活用した研修等によ

り、人材の育成を進めるとともに、外部人材の活用
を含めた優秀な人材の確保を図り、時代の要請に応
える先進的な研究開発を推進する。 
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様式２ 

レンス」をはじめとした各種の関連学会への参加や
国内外における学会発表、論文発表を行っている。 
 

 (3) 産学官連携ネット

ワークの一層の強化 

○産学官連携ネットワークは構築され

ているか。 

○公立の試験研究機関との広域連携ネ

ットワークが構築されているか。 

○地域内の連携ネットワークの強化は

図られたか。 

【産学官連携ネットワーク】 
大学、企業との共同研究を積極的に推進しており、

多数の企業や大学が参加した研究開発である廉価で
使いやすい筋電義手については、令和２年４月に成
人用が商品化される予定である。 

また、自治体や大学等で構築されている産学官連
携ネットワークに講師派遣や共催企画で積極的に協
力している。 
 
【公立の試験研究機関との連携】 
 県立工業技術センターと、共同研究や施設見学会、
情報交換会など、積極的な連携を図っている。 
 また、神戸大学や公立大学の試験研究部門と共同
研究を実施、研究内容に応じて国立障害者リハビリ
テーションセンターと情報交換を行うなど、広域の
ネットワークを構築している。 
 
【地域内の連携ネットワーク】 

研究や事業を推進するにあたってのニーズの把握
に際し、リハビリテーションセンター内の病院、施
設はもとより、地域の医療・福祉現場、当事者団体
や職能団体への積極的なアプローチを実施してい
る。 

さらに、神戸市と連携した開発企業支援、定期的
な会合や研修を通じて、地域の企業や大学等との情
報共有を図っている。 

 
 

【課題】 
 企業や大学、福祉施設や団体等、幅広いネットワ
ークを構築し、現場が求める真のニーズの把握と本
当に役立つ機器の開発・商品化を迅速的確に推進す
ること。  
 
 
 

 

大学や企業と連携し、現場で役立つ機器の 
開発・商品化を積極的に進めてきた。 

また、平成２９年度に開設した介護ロボッ
ト開発支援窓口や平成３０年度に開設した
次世代型住モデル空間を活用し、現場ニーズ
に基づいた企業の開発支援を推進しており、
現場のニーズと企業のシーズをマッチング
する場として現在整備を進めている空間を
活用し、現場ニーズに基づいた機器の開発・
普及をなお一層推進していきたい。 
 
 
 
 
 

 
 
 

 

【今後の展開方向】 
シーズニーズのミスマッチング解消、実用的な機

器開発を迅速的確に推進するため、これまで築いて
きた産学官のネットワークを有効に活用するととも
に、高齢者や障害者のニーズと企業のシーズをマッ
チングする場として活用するため改装を行う住宅都
市交通実験室を活用、現場の実情にマッチしたニー
ズを的確に把握して本当に役立つ介護ロボットや高
機能自立支援機器の研究開発を推進していく。 

 
 
 

３

業

務

執

行

体

制 

(1) 組織 ○意思決定が速やかに行える組織とな

っているか。 

○研究現場の創意工夫が活かされる組

織となっているか。 

【組織づくり：速やかな意志決定、研究現場の創意
工夫の反映】 

各研究ミッションミーティングにおいて、ミッシ
ョンリーダーが各担当者の研究の進捗状況やグルー
プ内の課題の把握に努め、毎月のリーダーミーティ
ングで情報を共有しながら組織的な意志決定を確認
しあっている。 

またこれまで毎月開催し、行事予定や機関の決定
事項を伝達していた幹部会議（研究部門会議）を、
真に議論すべきテーマを議論する運営会議に改め、
必要に応じ開催、急を要する事項は随時所長に報告
して決定を仰ぐなど、無駄な時間を省き、より速や
かな意思決定を行えるよう改めた。 

  

 【課題】 
・次課長・ミッションリーダーによるマネジメント
機能強化 
・「組織性」意識の向上に向けた更なる職員教育 
 
 

研究者としての専門性意識は高い集団で
あるが、公的研究機関としての役割意識や組
織としての取組みや発信力については課題
があり、組織として脆弱と言わざるを得ない
点が散見されるため、各ミッションリーダー
の役割を明確にし、すみやかな意思決定を図
り研究開発を一体的に推進する体制を構築
した。 

しかしながら、リーダーを始め研究員個々
の組織として事業推進を行う意識はまだ十
分とは言えないことから、さらに指導を徹底
したい。 

【今後の展開方向】 
・職場内研修を中心とした職員教育及び「ホウレン 

ソウ」の徹底 
 
・個々の専門性と組織力を融合した研究体制の強化 

(2) 人員 ○人員は有効に活用されているか。 【有効な人員活用】 
  研究部門はミッション制において、各リーダーの
指導のもと、それぞれの研究員がミッションテーマ
に沿った研究テーマに取り組んでいる。 

 

 

 【課題】 
・時代のニーズにあった研究や取組み（ロボット技 
術の研究開発、高機能福祉機器の実証評価や導入支 
援）、将来を見据えた研究開発（ＡＩ技術の研究開発 
等）を推進するための人材の確保・育成、財源の確 
保 
 

医療福祉及び社会ニーズの多様化により、
新たな研究課題に取り組んでおり、優秀な人
材の確保・育成が急務である。 

時代のニーズにマッチした新福祉のまち
づくり研究所の構築に向け、体制の強化・優
秀な人材の確保を進めたい。 
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様式２ 

・医療福祉ニーズの多様化に伴う専門家の人材確保  

【今後の展開方向】 
 「新福祉のまちづくり研究所」の構築に向け、形
成戦略機能を備えた体制の強化、ＡＩの知識技能を
持った研究員の確保等を図る。 
 
 

 
 

(3) 事業費 ○試験研究費、事業費、維持管理費は、

有効に活用されているか。 

【研究費・事業費・維持管理費の有効活用】  
各研究員個別の研究費の執行から、3 つのミッシ

ョン毎の研究費の執行管理をしている。指定管理料
が年々厳しい状況にあるが、国の事業費の獲得を積
極的に推進する中で、維持管理費との調整を図りな
がら、効率的な執行に努めている。 

 【課題】 
高齢福祉社会に対応するために必要な研究開発を

進めるために必要な事業予算の確保。 

ロボット関連の研究や事業推進により、国
等からの外部資金は大きく増加した。我々の
取り組みが社会的にも受け入れられ、一定の
評価をいただけた結果と捉えている。 

今後も企業や大学等との共同研究を積極
的に推進し、現場のニーズに沿った現場で役
立つ研究と商品化を進めたい。 

【今後の展開方向】 
研究所の強みや独自性をよりＰＲするとともに、

積極的な外部資金の獲得を図る。 
また、企業との共同研究を積極的に推進し、財源

の確保・研究成果の具体化を進めていく。 
 
 

 (4) 施設・設備 ○施設・設備は有効に活用されている

か。 

○維持管理は適切に行われているか。 

○機器は共同利用等により効率的に活

用しているか。 

【施設・設備の活用状況】 
 適合判定室を改修し、ロボットリハビリテーショ
ンテーマを中心に評価・研究を推進。 
 平成２８年１月に福祉用具展示ホールをリニュー
アル、最新の介護ロボットの展示や現場で役立つ企
画展示を行っている。 

平成３０年１０月に次世代型住モデル空間を整
備、企業の介護ロボット開発支援や家庭や施設への
導入支援を図っている。 
   
 
【機器の共同利用】 
  センター内スタッフとの共同研究を進める中で、
他職種とともに有効に活用している。 

筋電義手開発のため導入されたレーザーカッター
を当該テーマで使用されない時間に他テーマの試作
にも使用するなど有効に活用している。 

 
 

 【課題】 
・次世代型住モデル空間を活用した実証評価による
企業の開発の促進、家庭や施設への福祉機器の導入
支援の促進。 
 
・開設から 20 年を超え老朽化した建物や機材の更新 
 

研究所の研究開発の実績・有用性への評
価、今後のさらなる推進への期待から、次世
代型住モデル空間が整備され、ニーズシーズ
をマッチングする場として活用するための
既存の空間の整備も実施される予定である。 

今後、これらの空間を十分に活用し、本当
に役立つものの研究開発をさらに進めると
ともに、次世代の課題に対応する新福祉のま
ちづくり研究所の構築に向けた、適材適所の
人員配置・研究員の意識改革を進めたい。 

 
 
 
 

 

【今後の展開方向】 
・高齢者や障害者のニーズと企業のシーズをマッチ
ングする場として活用するため改装を行う住宅都市
交通実験室を活用し、真の現場ニーズを活かした現
場で役立つ介護ロボット等の開発・商品化を推進す
る。 
・真に現場で役立つ機器の研究開発・商品化の実績
を積み上げて研究所の存在価値を向上、今後のさら
なる研究のために建物や機材の更新・整備の必要性
を県と協議し、実現していく。 
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区分 評価項目 評価の視点 評価コメント 県立試験研究機関へのアドバイス 

１ 

各

機

関

の

個

別

項

目 

(1) 基本的方向 ○機関の役割を果たせているのか。 【評価基準】   高               低 

         Ａ    Ｂ   Ｃ   Ｄ   Ｅ 

 

（コメントがあればお書きください） 

 

 

 

 

(2) 業務の具体的展開 ○研究の重点化の内容に沿った研究は

行えているか。 

○試験分析、普及指導等は適切に行え

ているか。 

【評価基準】   高               低 

         Ａ    Ｂ   Ｃ   Ｄ   Ｅ 

 

（コメントがあればお書きください） 

 

 

 

 

２ 

共

通

取

組

項

目 

(1) 的確なニーズ把握

に基づく研究推進と

成果普及 

○ニーズ把握の情報チャンネルの充実

強化は図られているか。 

○成果普及のための手段は充実されて

いるか。 

○開かれた試験研究機関の推進は図ら

れているか。 

○成果が県の政策や施策へ活かされて

いるか。 

【評価基準】   高               低 

         Ａ    Ｂ   Ｃ   Ｄ   Ｅ 

 

（コメントがあればお書きください） 

 

 

 

 

 

(2) 機関の自主性、効率

性を高める業務運営

の展開 

①分野横断的な取組強

化 

○分野横断的な取組強化は行われてい

るか。 

○県立試験研究機関間の連携強化は行

われているか。 

○各県立試験研究機関内の連携強化は

行われているか。 

【評価基準】   高               低 

         Ａ    Ｂ   Ｃ   Ｄ   Ｅ 

 

（コメントがあればお書きください） 
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評 価 者 名   

試験研究機関名 兵庫県立福祉のまちづくり研究所 ページ  ２ 

 

区分 評価項目 評価の視点 評価コメント 県立試験研究機関へのアドバイス 

２ 

共

通

取

組

項

目 

②研究マネジメント機

能の充実強化 

○対外、対内マネジメント機能の充

実・強化は図られているか。 

○研究評価システムの適切な運用と改

善は行われているか。 

○毎年度の中期事業計画のフォローア

ップを行っているか。 

○研究課題のマネジメント体制は適切

か。 

○研究課題の評価結果をマネジメント

に適切に反映されているか。 

【評価基準】   高               低 

         Ａ    Ｂ   Ｃ   Ｄ   Ｅ 

 

（コメントがあればお書きください） 

 

 

③知的財産の創出と有

効活用の促進 

○県有知的財産の創出、活用体制の整

備はできているか。 

○知的財産に関する関係機関との連携

強化は図られているか。 

○職員のインセンティブの充実は図ら

れているか。 

○研究成果の知的財産化及びその利用

は十分に行われているか。 

【評価基準】   高               低 

         Ａ    Ｂ   Ｃ   Ｄ   Ｅ 

 

（コメントがあればお書きください） 

 

 

 

 

④機動的、弾力的な予算

運用 

○国等の競争的資金など外部資金を積

極的に獲得しているか。 

○所長の裁量的予算は適切に活用され

ているか。 

【評価基準】   高               低 

         Ａ    Ｂ   Ｃ   Ｄ   Ｅ 

 

（コメントがあればお書きください） 

 

 

 

 

⑤人材の育成、活性化 ○人事交流の活発化は図られている

か。 

○外部人材の活用は行っているか。 

○他の研究機関や大学等への派遣を行

っているか。 

○研究員を対象とした研修等を行って

いるか。 

○学会等へ積極的に参加しているか。 

【評価基準】   高               低 

         Ａ    Ｂ   Ｃ   Ｄ   Ｅ 

 

（コメントがあればお書きください） 

 

 

 

 

 



                              評価基準：Ａ 非常に高い・Ｂ 高い・Ｃ 普通・Ｄ 低い・Ｅ 非常に低い 

兵庫県立福祉のまちづくり研究所 機関評価シート 

 

評 価 者 名   

試験研究機関名 兵庫県立福祉のまちづくり研究所 ページ  ３ 

 

区分 評価項目 評価の視点 評価コメント 県立試験研究機関へのアドバイス 

２ 

共

通

取

組

項

目 

(3) 産学官連携ネット

ワークの一層の強化 

○産学官連携ネットワークは構築され

ているか。 

○公立の試験研究機関との広域連携ネ

ットワークが構築されているか。 

○地域内の連携ネットワークの強化は

図られたか。 

【評価基準】   高               低 

         Ａ    Ｂ   Ｃ   Ｄ   Ｅ 

 

（コメントがあればお書きください） 

 

 

 

 

 

３

業

務

執

行

体

制 

(1) 組織 ○意思決定が速やかに行える組織とな

っているか。 

○研究現場の創意工夫が活かされる組

織となっているか。 

【評価基準】   高               低 

         Ａ    Ｂ   Ｃ   Ｄ   Ｅ 

 

（コメントがあればお書きください） 

 

 

 

 

 

(2) 人員 ○人員は有効に活用されているか。 【評価基準】   高               低 

         Ａ    Ｂ   Ｃ   Ｄ   Ｅ 

 

（コメントがあればお書きください） 

 

 

(3) 事業費 ○試験研究費、事業費、維持管理費は、

有効に活用されているか。 

【評価基準】   高               低 

         Ａ    Ｂ   Ｃ   Ｄ   Ｅ 

 

（コメントがあればお書きください） 

 

 

 

 

 

 

 



                              評価基準：Ａ 非常に高い・Ｂ 高い・Ｃ 普通・Ｄ 低い・Ｅ 非常に低い 

兵庫県立福祉のまちづくり研究所 機関評価シート 

 

評 価 者 名   

試験研究機関名 兵庫県立福祉のまちづくり研究所 ページ  ４ 

 

区分 評価項目 評価の視点 評価コメント 県立試験研究機関へのアドバイス 

３

業

務

執

行

体

制 

(4) 施設・設備 ○施設・設備は有効に活用されている

か。 

○維持管理は適切に行われているか。 

○機器は共同利用等により効率的に活

用しているか。 

【評価基準】   高               低 

         Ａ    Ｂ   Ｃ   Ｄ   Ｅ 

 

（コメントがあればお書きください） 

 

 

 

 

 

 

 


